












要  約:母子保健事業にコンピュータを利用をしている市町村から、システムの概要や問

題点などの情報を収集し、研究班内で検討した。コンピュータ利用形態として、随時利用

(表計算ソフトや統計計算ソフトを用いて、適宜、アンケート集計や既存資料の図表化に

利用)、住民台帳(住民基本台帳システムの枠内で、母子保健事業に関して、対象者名簿・

個別通知などに利用)、受診管理(母子保健事業用にシステム開発し、未受診者や要フォロ

ー者の管理、業務報告の集計に利用)、地区診断(健康診査結果などについての入力項目を

拡張し、公衆衛生的意義のある統計資料を作成)、総合管理(手書き記録を廃止し、すべて

の母子保健記録をコンピュータ化)の 5 種類に分類できた。総合管理が適する市町村は限

られており、受診管理や地区診断の利用形態が適する市町村が多いと考えられる。また、

人口が小さい市町村では、随時利用や住民台帳の利用形態が適すると考えられる。システ

ムの機能を決定する際には、まず活用方法を明確にして、次に必要な入力項目を決定すべ

きである。また、安全対策や倫理面での検討も重要である。


